
（単位:％）

県税 県債

<93.4> <3.7>

101.0 101.9 89.4 38.9 15.8

<95.2> <3.6>

99.4 100.2 104.8 39.2 16.6

<100.7> <3.7>

98.8 103.6 100.2 41.1 16.8

<116.8> <4.0>

106.0 119.1 82.9 46.2 13.2

<124.1> <4.8>

105.1 101.1 105.6 44.4 13.2

<93.3> <4.4>

101.7 113.1 65.6 49.4 8.5

<109.1> <4.8>

99.8 93.6 126.5 46.3 10.8

<114.6> <5.5>

98.9 100.3 95.7 47.0 10.5

<112.8> <6.2>

100.7 100.9 96.1 47.0 10.0

（100.6） <75.2> <4.5>

102.4 98.7 94.9 45.4 9.3

（100.5） <131.2> <5.6>

105.6 90.3 171.4 38.8 15.0

（101.9） <107.5> <5.8>

104.1 109.1 70.1 40.6 10.1

注1

2

3

第３　参考資料

当初予算（一般会計）年度別伸率の状況

年度 規模 県税 県債
構成比

2018

2011

2012

2013

2014

2015

2016

2017

2019

 「県債」の欄の<　>は、臨時財政対策債、調整債及び除却債除きの計数。

2011年度は6月補正後の計数。

2021

2020

2021年度及び2022年度の(　)は新型コロナウイルス感染症対策関連事業を除いた
場合の計数。

2022
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歳入予算の一般財源・特定財源内訳(一般会計)

（単位:千円）

予算総額

2兆8,275億
4,700万円

繰入金
財政調整基金

取崩し除く

125,119,505

(4.5%)

一般財源

1,760,094,002

(62.2%)

特定財源
1,067,452,998
(37.8%)

県税

1,148,900,000

(40.6%)

地方消費税清算金

351,318,000

(12.4%)

国庫支出金

375,949,901

(13.3%)

諸収入

228,989,697

(8.1%)

県債

286,024,666

(10.1%)

その他 51,369,229 (1.8%)

使用料及び手数料 37,003,589 (1.3%)

分担金及び負担金 9,570,901 (0.3%)

財産収入 4,631,683 (0.2%)

寄附金 163,056 (0.0%)

その他 259,876,002 (9.2%)

地方譲与税 136,376,001 (4.8%)

地方交付税 90,000,000 (3.2%)

財政調整基金取崩し 26,000,000 (0.9%)

地方特例交付金　 5,800,000 (0.2%)

交通安全対策特別交付金 1,700,000 (0.1%)

繰越金 1 (0.0%)
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歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

予算総額
2兆8,275億
4,700万円

（単位:千円）

自主財源

1,931,696,432

(68.3%)

依存財源

895,850,568

(31.7%)

県税

1,148,900,000

(40.6%)

地方消費税清算金

351,318,000

(12.4%)

国庫支出金

375,949,901

(13.3%)

その他 233,876,001 (8.3%)

地方譲与税 136,376,001 (4.8%)

地方交付税 90,000,000 (3.2%)

地方特例交付金 5,800,000 (0.2%)

交通安全対策特別交付金 1,700,000 (0.1%)

その他 202,488,735 (7.2%)

繰入金 151,119,505 (5.4%)

使用料及び手数料 37,003,589 (1.3%)

分担金及び負担金 9,570,901 (0.3%)

財産収入 4,631,683 (0.2%)

寄附金 163,056 (0.0%)

繰越金 1 (0.0%)

諸収入

228,989,697

(8.1%)

県債

286,024,666

(10.1%)
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扶助費

310,058,253 

(11.0%)

公債費

377,872,173 

(13.3%)

貸付金

184,523,508 

(6.5%)

その他

847,753,352 

(30.0%)

性質別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）

予算総額
2兆8,275億
4,700万円

義務的経費

1,300,699,218

(46.0%)

その他経費

1,216,366,741

(43.0%)

投資的経費

310,481,041

(11.0%)

公共事業

165,804,556

(5.9%)

単独事業

143,637,720

(5.1%)

災害復旧事業

1,038,765

(0.0%)

単独補助金

110,043,780

(3.9%)

繰出金

74,046,101

(2.6%)

人件費

612,768,792

(21.7%)
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福祉医療費

637,996,567

（22.6%）

教育・スポーツ費

504,817,413

(17.8%)

公債費

377,872,173

(13.4%)

経済労働費

231,673,992

(8.2%)

建設費

202,294,243

(7.2%)

警察費

173,999,700

(6.2%)

総務企画費

107,466,371

(3.8%)

農林水産費

79,440,755

(2.8%)

諸支出金

491,805,161

(17.4%)

目的別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）（単位:千円）

予算総額
2兆8,275億
4,700万円

その他 20,180,625 (0.6%)

議会費 3,310,204 (0.1%)

県民環境費 15,531,656 (0.5%)

災害復旧費 1,038,765 (0.0%)

予備費 300,000 (0.0%)
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福祉医療費

22.6%

教育・スポーツ費

17.8%

公債費

13.4%

経済労働費

8.2%

建設費

7.2%

警察費

6.2%

総務企画費

3.8%

農林水産費

2.8%

諸支出金

17.4%

目的別歳出の状況（一般会計）

県民一人当たりの歳出額

2021年1月1日住民基本台帳人口　 7,558,872 人

(84,404円)

(66,785円)

(49,991円)
(30,649円)

(26,762円)

(23,019円)

(14,217円)

(10,510円)

(374,070円)

(65,063円)

予算総額
2兆8,275億
4,700万円

その他 0.6% (2,670円)

議会費 0.1% (438円)

県民環境費 0.5% (2,055円)

災害復旧費 0.0% (137円)

予備費 0.0% (40円)
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○ 歳出規模は、２０２１年度に新型コロナウイルス感染症対策に係る累次の補正予算を編成し大きく増加。２０２２
年度は当初予算としては過去最大。
○ ２０２１年度に大幅な減収を見込んでいた県税収入は、企業収益の回復を反映した法人二税の増加が見込まれるもの
の、新型コロナウイルス感染症の影響が拡大する前の２０２０年度当初予算（１兆１，６６９億円）の水準を回復する
には至っていない。
○ 義務的経費は、２０２１年度の普通交付税再算定に伴う公債費の増（臨時財政対策債の満期一括償還積立）の影響
を除くと、引き続き増加しており、依然として厳しい財政状況が続く。

14,135
13,339

9,608 9,158 8,938 9,255
9,989

11,185
12,497 12,663

11,923 12,275 12,006
11,553 11,814 11,489

23,155 23,928 24,321

22,646 22,563 22,418
22,813

23,812
25,342 24,655 24,627 24,820 24,676

27,948

34,076

28,275

12,131 12,464

11,914 12,402 12,658 12,637 12,732 12,865 13,096 13,207
12,497 12,554 12,590 12,734

13,654
13,007

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

歳出規模と県税収入の推移
義務（億円）

(11,669)

（注）1 2020年度までは決算額。2021年度は最終予算見込額。県税収入の( )は当初予算額（★）。2022年度は当初予算見込額。
2 歳出及び義務的経費は借換債除きの規模。義務的経費は最終予算額。2021年度義務的経費の<  >は「臨時財政対策債償還基金費」に係る
満期一括償還積立を除いた額。

歳出規模

県税収入

義務的経費
（人件費、扶助費、公債費）

（年度）

(10,532)

<12,974>

－
1
9
－

－
1
9
－



（注） 1 2020年度までは決算額。2021年度は最終予算見込ベース、2022年度は当初予算見込ベース。

2　減債基金（任意積立分）とは、県債の償還に備えて任意に積み立てるもの。

3　減債基金（満期一括償還分）及び美術品等取得基金は含まない。

397 404 482 445 400 440
560 506 507 506 503 502 515

387 457 421

210

490

1,234
1,063

780 622
488

341 374 394 480 488 494
537 470

391
201

502

201 582

73

21 61
701 701 701

702

1,102
954

954

1,454

1,195

505

1,288

1,295

1,298

1,300

1,061
883

883 883 884
884

884
884 999

999

1

1,313

2,684

3,212

3,388

2,553

2,144

1,992

2,431 2,465 2,485
2,569

2,976
2,847 2,877

3,380

2,008

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
（年度）

基金残高の推移
（億円）

減債基金（任意積立分）

財政調整基金

法定又は国の施策による基金

その他特定目的基金

○ ２０２１年度に予定していた減債基金（任意積立分）９９９億円、財政調整基金４７７億円の取崩しは、２月補正で全額を取止め。
〇 さらに、２０２１年度の法人二税収入の増加に伴う交付税の後年度減額精算等に備えるため、５００億円を財政調整基金へ積立て。
〇 ２０２２年度には、収支不足対策として減債基金（任意積立分）９９９億円及び財政調整基金２６０億円、合わせて１，２５９億円
を取り崩すが、財政調整基金残高は１，１９５億円を確保し、交付税の減額精算や、新型コロナウイルス感染症などへの対応に備える。

－
2
0
－

－
2
0
－



29,828 29,201 28,749
27,582 26,445 25,517 24,368 23,466 22,809 22,038 21,266 20,711 20,567 20,227 20,513 20,258

7,039 8,894
12,670 16,070 18,684 21,193 23,364 24,691 24,938

25,058 25,835 25,989 25,961 26,479
26,788 26,452

1,675
2,155

2,128
2,641

3,193

3,721
4,418 5,023 5,533 5,992 6,589 7,166 7,497 7,717

9,083
8,653

<38,542>
<40,250>

<43,547>

<46,293>

<48,322>

<50,431>
<52,150>

<53,180> <53,280> <53,088> <53,690> <53,866> <54,025> <54,423>
<56,384>

<55,363>

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

<30,051> <30,505> <31,723><7,453> <9,493>
<13,315> <16,921> <19,871> <22,696> <25,273> <26,845>

<27,444>
<28,052> <29,279> <29,830>

（年度）

（億円）

県債残高の推移
減債基金（満期一括償還分）の積立残高
特例的な県債の実質的な残高
通常の県債の実質的な残高

<31,089> <30,757>
<28,451>

<23,974> <23,918> <24,661>

<31,089> <30,757> <30,232>
<29,372>

<24,620>

<27,735> <26,877>
<26,335> <25,836> <25,036> <24,411> <24,036>

<30,743>

○ 通常の県債の実質的な残高は、２０２１年度国経済対策補正予算に積極的に対応する一方、着実に償還を進め、２０２２年

度末の残高は「あいち行革プラン２０２０」に掲げた数値目標（２０１９年度決算以下）を堅持。

○ ２０２１年度の普通交付税再算定で追加交付された「臨時財政対策債償還基金費」を減債基金（満期一括償還分）に確実に

積み立て、２０２２年度の償還に充てることで、２０２２年度の県債残高全体は前年度より下がる見込み。

（注）1 2020年度までは決算額。2021年度は最終予算見込ベース、2022年度は当初予算見込ベース。

2 減債基金（満期一括償還分）とは、一定の年限後（満期）に全額償還する方式の県債について、その償還に備えて、総務省が示す積立ルールに基づき毎年度発行額の

30分の1を積み立てるもの。

3 実質的な残高とは、名目上の残高から減債基金（満期一括償還分）積立残高を控除した額を指す。< >は名目上の残高。

4 特例的な県債は、臨時財政対策債、減収補 債（特例分）、減税補 債、臨時税収補 債、退職手当債、調整債、第三セクター等改革推進債、除却債、猶予特例債の

計としている。

－
2
1
－

－
2
1
－
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 　 　特例制度が設けられたことに伴い、地方公共団体に生じる一時的な減収に対応するために認められた特例

 　 　地方債。

　　　ための基金の積立てに要する経費として交付されたもの。

＊ 臨時財政対策債償還基金費 … 2021年度の普通交付税の再算定において、臨時財政対策債を償還する

　　　公債費の状況（当初予算ベース）

＊ 猶予特例債 … 2020年度の新型コロナウイルス感染症の影響に伴う税制改正により、地方税の徴収猶予の

1,623 1,651 1,637 1,695 1,717 1,725 1,722 1,718 1,708 1,758

787 759 718 633 582 538 487 423 385 346

26 22
19 17 18 23 21

20 26 21

1,256 1,269 1,370 1,412 1,447 1,492 1,520 1,560 1,735 1,654

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（億円）

３，７７８

○ ２０２２年度は、近年の低金利を反映した県債利子の減のほか、２０２０年度に発行し

た猶予特例債の償還に備え、２０２１年度限りで実施した減債基金満期一括償還積立
の減少により、公債費全体として減少する見込み。

○ 当面の財政運営のために県債を積極的に活用しつつ、公債費の今後の動向に十分
留意していく。

３，６９２ ３，７０１ ３，７４４ ３，７５７ ３，７６４

市場公募債等満期一括償還積立

公債諸費

利子（一時借入金を含む）

元金

（注）各年度は当初予算額。（ ）は「臨時財政対策債償還基金費」に係る満期一括償還積立を加えた額。

３，７５０ ３，７２１
３，８５４

３，７７９

(680)

(４，５３４)
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引上げ分の地方消費税収（100,500百万円）
（社会保障財源化分の市町村交付金を除く。）

扶助費などの社会保障施策に要する経費

 （主な充当事業） （単位：百万円）

特定財源 一般財源

22,184 22,184

2,435 2,435

410 410

7,105 7,105

7,305 3,708 3,597

76,623 76,623

4,483 4,483

1,635 1,635

4,132 2,756 1,376

18,277 18,277

37,424 98 37,326

1,006 502 504

6,067 2,984 3,083

3,830 2,944 886

177 177

4,527 4,527

2,084 1,042 1,042

199,704 14,034 185,670

地域支援事業交付金

（令和４年度当初予算ベース）

○　引上げ分の地方消費税収は、扶助費などの社会保障施策に要する
　経費に充てられている。

事業名 当初予算額

施設型教育・保育給付費

地域型保育給付費負担金

子育て支援施設等利用給付費負担金

地域子ども・子育て支援事業費補助金

児童福祉措置費支弁金

介護給付費負担金

合    計

私立幼稚園授業料等軽減補助金

私立専修学校専門課程授業料等軽減補助金

低所得者保険料軽減負担金

地域医療介護総合確保基金介護事業積立金

国民健康保険基盤安定制度負担金

国民健康保険事業特別会計繰出金

小児慢性特定疾病医療給付費

指定難病等医療給付費

地域医療介護総合確保基金医療事業積立金

公立大学法人授業料等減免事業費補助金
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